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はじめに
　2003年フリーターの数が217万人に達した。1990年代ころまではフリーターは定職を嫌う若者の新しい就業意識の
表れという見方が多かったが、さすがにこれだけの膨大なフリーター層は、本人達の ”意識” の問題で片付けられる
のか、という疑問を投げかけた。結論から言えば、この問題は若年者の失業問題が極めて深刻化しているという事
態の表れなのであり、また今や３人に一人は非正社員という雇用の不安定化の表れでもあった。若者たちには職場
がなく、あっても不安定な職場しかない・・・極端にいえばそのような事態が生まれていたのである。その中でニ
ートといわれる人たちの問題も深刻化していった。なかなか自立して社会で生きていくことが困難な人たちの増加
は、本人自身、その家族にとって切実極まりない問題であり、社会全体にとっても日本の将来に暗い影を投げかけ
る問題である。
　ここではこのような事態を生んだ背景と、そこで生じている問題、そしてそれを克服するための施策として展開
されている若者地域サポートステーションの活動について紹介し、若者の自立のために ”大人” 達は何をしなければ
ならないかについて考えてみたい。
Ⅰ　深刻化する失業問題と雇用の不安定化
（１）フリーターとニートの現状と背景
　まず初めにフリーターとニートという言葉の定義を確認し、現状を整理しておきたい。
厚生労働省はフリーターを15−34才の、①働いていても勤め先の呼び名が「アルバイト」「パート」であるもの、②
無業者で家事も進学もしておらず、「アルバイト」「パート」を希望する者、としている２。その数は図表の１のと
おりであり、最も多い時には200万人を大きくこえたのである。
図表１　フリーターの数
年 フリーター数
1992年 81万人
2000年 151万人
2003年 217万人
2005年 201万人
2007年 181万人
（出典： 『厚生労働白書』各年度版）
1   この論稿は2010年２月24日、村上市教育情報センターで行われた「平成21年度若者自立支援推進事業」において筆者が行
った同名の講演に基づきながら改めて整理したものである。講演の機会をお与えくださった、村上地域若者サポートステ
ーションの関係者の方々、サポステ事業の受託団体であるアルプスビジネスクリエーションの関係者、そして本事業の共
済者の新潟県新潟地域振興局の関係の皆様方に、心から感謝いたします。
2   厚生労働省『平成15年度版　労働経済白書』
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　ニートに関しては必ずしも明確な定義はない。もともとはイギリスのブレア政権が青少年の育成政策を展開す
る中で、15−19才で、働かず、学校にも行かず、職業訓練もうけていない（Not in Employment, Education and 
Training→NEET）若者をさした言葉である。
　しかし日本ではこれとは異なり、論者によって様々な用いられ方をしてきた。ここでは15−34才で「働きたい・
自立したいけれどそれが出来ずに立ち止まっている」人たち、としておきたい。これはのちにふれる自立支援のた
めのサポートステーションへのヒアリングや、放送大学の宮本みち子氏、日本労働研究・政策機構の小杉礼子氏の
議論に触発されてのことである３。
　この観点に立つと、ニートにはフリーター的な人たちから「ひきこもり」的な人たちまで実に様々な人たちが含
まれることになる。同時にそれは量的な把握を困難なものにしている。
　厚生労働省の調査によれば2002年から2007年にかけて、62万人から64万人程度で推移している。また2008年に東
京都が実施した「ひきこもり実態調査」４によれば都内でのひきこもりは少なくとも2.5万人に達するとしている。そ
の内実をみると、男性が約71％、女性が約28％。年齢では15−19才が17.9％、20−29才が35.8％、30−34才が42.9％
となっている。男性に多く、すでに30代前半にまで拡大していることがうかがえる。
　このようなフリーター、ニートと呼ばれる人たちがなぜ生まれるのか。かつてはややもすれば本人達の「意識」
の問題に還元されがちであった。
図表２　失業率の推移（各年の４月の数値を採用）
全　体 15−64才 15－24才 25−34才 35−44才 45−54才 55−64才
1990 2.1 2 .2 4.3 2.4 1 .5 1 .2 2 .7
1995 3.2 3 .3 6.1 3.8 2 .2 1 .9 3 .7
1997 3.4 3 .5 6.7 4.2 2 .3 2 .1 4 .0
1998 4.1 4 .3 7.7 4.9 3 .0 2 .5 5 .0
1999 4.7 4 .9 9.1 5.5 3 .3 3 .1 5 .4
2000 4.7 4 .9 9.1 5.6 3 .2 3 .3 5 .5
2001 5.0 5 .2 9.6 6.0 3 .6 3 .4 5 .7
2002 5.4 5 .6 9.9 6.4 4 .1 4 .0 5 .9
2003 5.3 5 .5 10.1 6.3 4 .1 3 .7 5 .6
2004 4.7 4 .9 9.5 5.7 3 .9 3 .4 4 .5
2005 4.4 4 .6 8.7 5.6 3 .8 3 .0 4 .1
2006 4.1 4 .3 8.0 5.2 3 .4 2 .9 3 .9
2007 3.9 4 .0 7.7 4.9 3 .4 2 .8 3 .4
2008 4.0 4 .2 7.2 5.2 3 .4 2 .9 3 .6
2009 5.1 5 .3 9.1 6.4 4 .6 3 .9 4 .7
（出典：総務省統計局HP http://www.stat.go.jp/data/roudou/longtime/03roudou.htm）
3   本学では宮本みち子・小杉礼子氏を招いてシンポジウムを開催している。その内容に関しては長岡大学『生涯学習研究年
報』第２号（2008年３月）の「特集　『キャリア教育』と若者の就業支援−未来をどう切り開くか」にまとめられている
ので参照されたい。
4   東京都のHPによる
　（http://www.metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/2008/02/60i2p200.htm）
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　フリーターに関して言えば、定職に落ち着くことを嫌い、夢を追いかけて様々な職を転々とする若者固有の意識
の表れだとされたのである。このような見方は必ずしも社会科学的な分析に裏付けられたものではなく、むしろ研
究の成果５は、このような見解に否定的であったにもかかわらず、社会的には広く共有されてしまったのである。
これはニートに関しても同様であり、筆者もニートについて、「ニートなんて呼び方をマスコミがつけるから、本
人達がいい気になって働かないんじゃないか」といった発言を何回か耳にしたことがある。このような発言をされ
るのは、筆者の経験の範囲では、50代以上で、特に経営者や個人商店主など、社会的地位があり、自信を持った方々
に多いように思われる６。
　しかしこのような議論には根拠があるだろうか。図表２をご覧いただきたい。バブル崩壊後の失業率の推移をみ
たものである。失業率が高まっていることは言うまでもないが、なかでも15−24才の若年層が高くなっていること
が分かる。その次が25−34才であり、30代後半以降の中高年層は比較的雇用が守られてきたのである。
　さらにより細かく年齢を割ると、全体の失業率が5.4％だった2002年に、15−19才は12.8％、20−24才は9.3％の失
業率をしめしている。一般的に若年者は全体に比較して失業率が高くなる傾向があるのは事実であるが、12.8％と
いうのは深刻な社会問題レベルの数値だと言ってよいのではないだろうか。この年代は高校卒業から就職、高校中
退、大学受験とその失敗など、様々に人生の岐路に立たされる年代である。実際このころ高校生の就職難がしきり
にニュースで取り上げられていたことをご記憶の方も多いであろう。若い人たちが就職を志したとき、その窓口は
極めて狭くなっていたということである。さらによく知られているとおり非正規雇用が拡大し、正社員への道が険
しくなっている。
図表３　非正規雇用の拡大（単位 : 千人）
1987年 2007年 増　減
雇用者総数 43,063 53,224 10,161
正 社 員 34,565（80.3％） 34,324（64.5％） △241
非 正 社 員 8,498（19.7％） 18,900（35.5％） 10,402
（注  非正社員には、パ トー、アルバイト、派遣、契約、嘱託、その他を含む。また雇用者には自営業者、農業従
事者、役員・経営者などは含まれない。）
（出典　「就業構造基本調査　時系列表」より作成。総務省統計局HP（http://www.stat.go.jp/data/
shugyou/2007/6.htm）
　図表３をご覧いただきたい。1987年から2007年までの20年間で、正社員は何と24万人余り減少している。雇用の
拡大はすべてが非正規雇用によってまかなわれたのである。そしてかつては20％ほどだった非正社員はいまや35％
をこえている。では非正社員はどのような人たちが増えたのか。
　図表４が示しているのは、パートとアルバイトが倍増。1985年に成立した労働者派遣法による派遣事業が1990年
代以降急拡大したことも確認できる。またかつては存在しなかった契約社員が220万人もいることにも驚かされる。
本来は高度な技能を持つ人材を期限付きで採用する仕組みと説明された契約社員であるが、今職場の実態は、賃金
その他の処遇で、派遣やパートなど、その他の非正規社員とさしたる違いがない人たちが多数を占めている。仮に
派遣や契約に恵まれた条件の人がいるからということで、パートと派遣だけについてみてみても、2007年について
いえば、パートと派遣の合計が、1,290万人余り。全雇用者の24.3%を占めている。これを1987年と比較すると、20
年前は人数で、654万人余り、率で15.2％である。
5   例えば玄田有史は『ジョブクリエイション』（東大出版会、2004年）の「第４章　結局、若者の仕事がなくなった」において、
若者の雇用の喪失状況を実証するとともに、若者の勤労意欲がかつての世代と比較して取り立て大きく低下した事実はな
いことを示した。
6   いうまでもなく総ての経営者、商店主の方々がそうだと言っているわけではない。筆者の経験と若干の調査結果の範囲で
のことである。
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図表４　非正社員の増加（単位 : 千人）
1987年 2007年 増減率（％）
パート 4,677 8,855 189.3
アルバイト 1,886 4,080 216.3
派　遣 87 1,608 1848.3
契　約 ---- 2,255 ----
嘱　託 1,118 1,059 94.5
その他 730 1,043 142.9
（出典　図表３に同じ）
　このようにこの20年を見ただけでも正規の雇用は失われ、拡大したのは不安定で賃金も低い非正規雇用ばかりだ
ったわけである。
　さらに21世紀に入ってからの若者の雇用形態を見てみると、15−34才の労働力人口に占める非正規の割合は、
2002年の23％から2006年には27.2％へ４ポイント以上増加している７。失業率とともに非正規雇用が明らかに拡大し
ている。
　今50代以上の人たちは、新卒に対しては正社員の採用が当然でという社会に成長し、就職したのである。だから
こそ「頑張ること」もできたし、その結果として多少なりとも安定したそれなりの豊かさを伴う生活を享受できた
のである。
　しかし今の若い世代にはその時の常識は妥当しない。正規の雇用はなく、非正規雇用さえ不況の中ままならない
のである。そしてせっかく入った職場にも、かつてのようにゆっくり新人を育てるゆとりはなく、すでに一人前の
はずの社員の中のコミュニケーション不足、セクハラ、パワハラ、リストラが問題になっているのである８。
　結局フリーターとは何か。それは若年不安定就労層の拡大を意味する。それを本人達の「意識」の問題だとして
政府も、自治体も放置し、企業だけが収益を上げてきたのである。そして多様な構成を持つニートについていえば、
過酷な就職競争や、かつてに比べてはるかに厳しくなった職場で傷ついた人たちが多く含まれている９。苛酷な労
働市場の状況が、若者をフリーター・ニートへ向かわせてきたのである10。
（２）消費社会とポスト工業化社会の困難さ
　次にもう一点指摘しなければならないことに若者が育ってきた社会環境がある。それは第一に消費社会だという
こと。第二に高度経済成長が終わり、ポスト工業化の時代に入って久しいということである。
7   総務省統計局「労働力調査」（2006年）による。
8   今日の職場が派遣や成果主義のもとでいかに深刻な事態に陥っているのか、荒井千暁『職場はなぜ荒れるのか−産業医が
見た人間関係の病理』（ちくま新書、2007年）が豊富な事例を紹介している。。
9   すでに紹介した東京都の「ひきこもり実態調査」によれば、引きこもりの原因として、「職場不適応」が25％にのぼっている。
これは「病気」と同率で最も多い原因となっている。また他にも「就職活動不適応」が14.3％あがっており、就職活動や
その後の職場での経験が大きなポイントになっていることがわかる。また小・中・高校時代の不登校も17.9％あがっており、
学生時代の経験も深刻な問題となっている。
10  ここではフリーター・ニートが生まれる背景を労働市場の変化で説明するにとどまっている。具体的にフリーターになら
ざるを得ない契機についての分析は、本田由紀『若者と仕事』（東大出版、2005年）、小杉礼子『フリーターとニート』（勁
草書房、2005年）を参照されたい。またこれらの研究でも一部言及されているが、日本労働研究機構の調査報告が重要で
ある。具体的には、『フリーターの意識と実態−97人へのヒアリング結果より−』調査研究報告No.136、『進路決定をめぐ
る高校生の意識と行動−高卒『フリーター』増加の実態と背景』調査研究報告No.138、『大都市の若者の就業行動と意識
−広がるフリーター経験と共感−』調査研究報告No.146。なおこれらの調査が示しているように、きちんと就職すること
を忌避してブラブラと生きたいという層も確かに存在する。このような階層についてはさらなる吟味が必要であるが、一
つの見方としては、本稿が取り上げる消費社会の中で、モラトリアム的に決定を先送りしがちな人々が増加していること
をあげておきたい。
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　消費社会とは何か。ごく簡単に言ってしまえばそれは「お金」で済ませてしまう社会だ、ということになろう。様々
なことがお金で処理される。例えば、かつては家庭内で行われ、家庭生活の内実をなしていた多くのことが「外部化」
され、ビジネスになっているものがある。
　例えば食事は、ファミレスで、あるいはスーパーで冷凍食品や出来合いのものを買ってきて済ませる。教育も塾、
家庭教師に任せる。しつけも学校でやってもらって当然だという考え方も出てくる。お金を払えばそれに見合った
サービスが受けられて当然、ということになる。
　そして人はすべて消費者として、企業のマーケティングの対象となる。子供達はまさに格好の対象である。自身
が働いている大人の場合は、自身が財やサービスの生産者としての経験・苦労があるため、消費社会の背景をある
程度は見通せる力があると言える−なければ困る。
　しかし例えば児童・生徒については学校での生活と家庭での生活だけであり、生産者としての経験は−当然なが
ら−ない。何かを手に入れるために彼らが必要だと学ぶことは、「お金」がいる、ということである。しかしその
お金をどうやって手に入れるのか。
　お金を手に入れるためには社会的に価値のある財やサービスを自らが提供しなければならない。そのためにはそ
のようなものを提供できる能力や環境を手にする必要がある。それを実現するためには、自覚的に将来目標を定め、
自分で必要な能力を獲得する努力が不可欠である。しかしこういったことは、残念ながら充分伝えられることはな
いのである−学校教育、そしておそらく家庭内11でも。本来学校における学力養成も、より良い環境を求めての受
験も、今述べたような努力の一環なのであるが、その点の自覚は当事者にも、そしてすべての関係者に十分でない
ように思われる。
　その意味では高校生ぐらいから始まる「アルバイト」体験はある意味貴重である。アルバイトをする生徒や学生
は「お金」を手に入れるため働くわけであるが、そのことは貴重な労働体験となり、「世間」にふれるための貴重
な機会になりうる。
　次にポスト工業化社会ということが持っている意味である。放送大学教授の宮本みち子氏は、現在は工業化時代
に完成したライフスタイルが機能しなくなった時代だと述べている12。氏によれば工業化時代の典型的なライフス
タイルは−それは日本の場合、典型的には戦後の高度成長期を意味するが−、新規学卒就職、正規雇用、結婚、子
供を持つ、子供のへの教育投資を通じた階層上昇、退職後の年金生活、といったものだとされる。
　工業化の時代には、比較的質の似かよった労働力への需要が大量に発生したため、今述べたようなパターンを多
くの人たちが経験可能だったのである。年功賃金や年功的な昇進なども、このようなパターンには実に適合的だっ
たと言える。しかし高度成長は終わり、工業化＝経済成長という時代も過去のものとなる。
　そして1990年代の初頭、バブルが崩壊し、その後の後始末の中で構造改革が言われるようになると、従来のライ
フスタイルを実現する条件は急速に失われてしまった。宮本氏がかかわった調査によれば、学生を除く20代のうち、
学卒後一貫して正規雇用にあるものは半数に過ぎないという13。この中で多くの若者が企業などの社会組織の外に
追い出され、個人として市場競争にさらされることになっていると指摘している。
　消費社会の中で、仕事の経験もなく、また将来自立し働くために今学んでいるという明確な自覚も指導もないま
ま、若者たちは労働市場の中に放り出されている。このような条件の中で、定職につけないフリーターが増えると
ともに、ニート的な人たちが増えてきたのである。
　宮本氏は二神能基氏の見解によって、ニート状態の若者を３つにタイプ分けしている。一つは就労についてきめ
細やかな情報が必要なタイプ。二つ目は就労以前に人間関係が苦手で、社会に出てもすぐに挫折しそうなタイプ。
11  家庭教育、あるいは家庭そのものが崩壊に瀕しているという指摘も少なくない。苅谷剛彦『階層化日本と教育危機』（有
信堂　2001年）など参照のこと。この点は格差社会の問題とも関係して論じられている。とりあえず『論争　中流崩壊』（中
公新書・ラクレ、2001年）、『論争　格差社会』（文春新書、2006年）参照のこと。
12  宮本みち子「『失われた10年』と若者」前掲『生涯学習研究年報』第２号所収（長岡大学、2008年）　また氏の『若者が社
会的弱者に転落する』（洋泉社、2002年）も参照されたい、
13  前掲宮本みち子「『失われた10年』と若者」６頁。なお調査は2006年に実施され、内閣府政策統括官編『青少年の社会的
自立と意識』（国立印刷局）として刊行されている。
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三つ目は生きていくことにあまり喜びを感じられないタイプ。この後者二つは生きていくこと自体に困難を抱えて
いるタイプだと宮本氏は指摘しているが、このような人たちの存在は1980年代以降広く指摘されてきた、精神疾患
や不登校、発達障害などの問題が、困難な社会状況の下で個人−とその家族−に負担がしわ寄せされる中で生まれ
てきたといえよう。
　深刻化する雇用情勢の下、自立のためのきっかけをつかみにくい環境で若者たちは18歳を迎える。しかし15歳か
ら22・23歳という社会的自立にとって重要な時期に、極めて厳しい環境に、十分な準備を整えないまま、個々人で
立ち向かわなければならない事態となっているのである。
Ⅱ　貧困化する日本社会14
　ここでもう一つこの20年ほどの大きな変化にふれておきたい。それは日本社会が貧困化しつつあるという問題で
ある。「格差社会」という言葉はもはや定着した感があるが、それは上下に広がるというよりは、下に大きく広が
っているというのが実態である。そのことは貧困家庭における教育・子育ての問題を通じて若者の自立に直接かか
わるだけでなく、若者にとって希望の見えにくい社会を生むことにもつながっているように思われる。
　図表５は1995年から2004年にかけての世帯所得のデータである。わずか10年の間に80万円弱の減少である。児童
のいる世帯は比較的安定であるが、この分は他が埋め合わせることになる。高齢者世帯と、母子世帯がそれである。
　
図表５　世帯所得の減少
1995 1998 2000 2002 2004
一世帯当平均所得（万円） 659.6 655.2 616.9 589.3 580.4
対前年比（％） △0.7 △0.4 △1.5 △2.1 0.1
高齢者世帯（万円） 316.9 335.5 319.5 304.6 296.1
児童のいる世帯（万円） 737.2 747.4 725.8 702.7 714.9
（出典　『検証　日本の貧困と格差拡大』P14の図１ー１より）
    
図表６　母子世帯・高齢世帯の所得
 
（出典　『検証　日本の貧困と格差拡大』P16、図２より）
14  日本社会の貧困化に焦点を当てたNHKの番組「ワーキングプア」は大きな反響を呼んだ。その取材に基づいた単行本が敢
行されているのでここで挙げておく。『ワーキングプア・日本を蝕む病』（ポプラ社、2007年）
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　図表６に示されているとおり、母子世帯は１世帯当たりの所得が224.6万円と、一般家庭の半分以下である。高齢
者世帯も同様である。特に母子世帯では複数の子供がいる場合もあるため、一人当たり所得が86.8万円と極端に低
くなっている。子供たちの高校、大学などへの進学が極めて困難なことは容易に想像される。日本の場合教育コス
トがもっぱら親の負担になっているため、親の所得格差は容易に子供達の教育格差につながり、それは子供たちの
将来の格差を決定づけかねない｡ このような所得の低下の中で、学童への就学援助の利用率が上昇している。2000
年には8.8％だったものが、2004年には12.8％と４ポイントも上昇している。2005年には貯蓄が全くない世帯が全世
帯の23.8％、実に四世帯に一世帯という事態に至っている。実際片親の家庭で、親が非正社員だった場合、到底貯
蓄するゆとりはないであろう。
　またこの間中産階級が明らかに減少し、低所得者が増加しているというデータもある。『検証　日本の貧困と格
差拡大』15によれば、2000年から2004年にかけて、年間の所得が400万円から2,000万円までの全階層が実数で減少し、
それに対して200−300万円、200−180万円の階層が大幅に増加しているのである。同時に2,000万超の階層も増加し
ているが、その数はわずかであり、この５年間だけで中間層から貧困層への社会階層のいわば「崩落」が生じてい
る16。このような中間層の減少は、次世代の教育や生育環境にマイナス要因となる可能性が大きいであろう。
　このような貧困化の背景に不況、リストラといった問題とともに、非正規雇用の拡大があることは明らかである。
図表７, ８, ９を見ていただきたい。2005年のデータであるが、男性正規従業員の場合中高年層は年功型賃金の名残
が見られるため、次第に賃金が上昇しているが、非正規の場合にはそれがない。女性に関しては、正規の女性従業
員自体が男女差別的雇用体系の中で処遇されてきたため、正規と非正規の格差が男性ほどではない。しかし差があ
ることも事実である。
　Ⅰでみたとおりバブル以降の日本の雇用拡大は非正規雇用の拡大とイコールであり、それがここに見たような賃
金格差の拡大と貧困化を、世帯別、個人単位、いずれでみた場合でも引き起こしてきたのである。
図表７　男性従業員の賃金格差
（出典　「就業構造基本調査」2005年版による、以下図表８, ９も同じ）
15  日本弁護士連合会『検証　日本の貧困と格差拡大』（日本評論社、2007年）
16  このデータは同上書28頁の図13による。棒グラフ表示のため正確な数値は読み取れないが、最も増加した180−200万円の
階層は、約90万人の増加、それに続く200−300万円の階層は約20万人の増加となっている。高所得階層では、2,000−2,500
万円、2,500万以上の両階層が数千人規模増加している。減少しているのはこの間に属するすべての階層であるが、中でも
最も減少数が大きいのは、600−700万円の階層であり、その数は約35万人程度。次は500−600万人で約30万人強となって
いる。
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図表８　女性従業員の賃金格差
図表９　男女間賃金格差
　このような正規と非正規の格差は賃金格差だけにとどまらない。正規従業員には昇進のチャンスがあり、昇進は
同時に社会的ステータスの上昇にもつながる−特に地方では地域社会の担い手として重要である。それぞれの地域
で信頼をおかれている企業や商店の従業員は、年を重ねるにつれ、地域の中で果たす役割も生まれてくる。非正規
の従業員に関しては、少なくとも企業の中での昇進を通じて、そのような役割期待が生まれることは極めて少ない
であろう。このことは職業の在り方、雇用形態の在り方が社会の在り方にひずみを生みかねない問題をはらんでい
ることを示している。一般に社会の民主化の担い手は中間層の分厚い存在によるとされるが、その部分の欠落は日
本の民主主義の在り方にも深刻な問題を投げかける可能性がある。
　このような貧困の拡大は、生活保護世帯の急増、自殺者の拡大、多重債務者の増加、ホームレス人口の拡大、国
民健康保険料滞納者の拡大、そしてすでにふれたような就学援助利用者の増加につながっている17。
　1992−96年ごろまでは60万世帯程度で推移していた生活保護世帯数は、2005年11月末時点で104万８千世帯、約
148万５千人に達している。自殺者の拡大はついに福島消費者担当大臣を自殺対策担当兼務にするに至ったが、1998
年以降３万人を超える自殺者が続いており、そのうち経済的理由が8,000人を一貫してこえている（2005年までのデ
ータの範囲で）。ホームレスも2003年１−２月の時点で全国で25,296人というデータが出ている18。
　多重債務による自己破産は1990年には年間１万件程度だったものが、91年以降増加を続け、98年には10万件を突
破、2002年には20万件を超え、2003年には25万件近くに達した。その後やや低下したものの2005年でも18−19万件
程度に達している。日弁連が2005年に実施した調査によれば、破産の原因の第一は「生活苦・低所得」の25％、次
17  以下の記述は前掲『検証　日本の貧困と格差拡大』の「第２章　現代日本の貧困の実態」による。
18  厚生労働省「ホームレスの実態に関する全国調査」に基づくデータである。
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が「負債の返済」13％、「債務の肩代わり」10％、「病気・医療」９％が続き、「ギャンブル」「浪費・遊興費」は各々
１％、３％に過ぎなかった。
　国民健康保険の滞納も増加を続けており、200年から2004年の間に370万世帯から461万世帯に増加した。国民健康
保険料の長期滞納は無保険状態を生むが、その数は2005年度において全国で32万世帯に達している19。
　このような生活の破たん、困窮が広がる社会が、世帯そのものの不安定化をもたらし、広い意味でフリーター・
ニートを生み出しやすい土壌になっていると言えないだろうか。
Ⅲ　なにをすればいいのか?
　では私たちは何をすればいいのか。あるいは何をしなければならないのだろうか。ここではまずこの間の政府の
政策展開を追い、その上で必要なことが何か考えてみたい。
（１）日本における人材育成の見直し
　21世紀に入り、日本政府も事態が深刻であることを認識し人材育成の在り方の見直しに着手し始めた。それが
2003年６月の四大臣連名20による「若者自立・挑戦プラン」21の発表である。
　この「若者自立・挑戦プラン」は「３．政策の基本的考え方」の中で「若年者問題の原因を、若年者自身のみに
帰することなく、教育、人材育成、雇用などの社会システムの不適合の問題として捉えて対応する必要がある」と
述べているように、フリーター・ニート問題が単なる若者の意識の問題ではなく、日本社会の構造的問題に起因す
ることを明確にしたことに大きな特徴があった22。そして若者の自立のため、教育・産業・行政が連携し、積極的
な雇用創出・人材育成を図ることをうたっている。
　このような方向性のもとで、三つの大きな施策が提起された23。一つは、小・中・高等学校向けの「新キャリア
教育プラン」で、職業観・勤労観の育成が目標に掲げられた。二つ目は大学生・専門学校生を対象にした「キャリ
ア高度化プラン」で、こちらは高度専門職業人の育成が目標とされた。三番目は「フリーター再教育プラン」で、
若年失業者・フリーターの自立支援がうたわれた。そして全体を通じて、「日本版デュアルシステム」24の展開が打
ち出されたのである。
　しかし新規支出の予算は限られ、従来からの施策との整理、例えばハローワーク事業とジョブカフェ事業との連
携・整理なども必ずしも十分行われたようには見えないままのスタートとなっていく。またキャリア教育では、「職
業観・勤労観の育成」といったことが前面に出てしまったため、ややもすれば従来から存在した若者の「意識」に
問題があるのであり、それを変えるために教育を見直すべきだ、といった論調を反映しているかのような誤解を生
19  「被保険者資格証明書」の発行数による。
20  四大臣とは、文部科学大臣、厚生労働大臣、経済産業大臣、経済財政担当大臣である。
21  経済産業省HP（http://www.meti.go.jp/topic/data/e40423aj.html）
22  例えば冒頭の「１．認識」では、「今、若者は、チャンスに恵まれていない。高い失業率、増加する無業者、フリーター、
高い離職率など、自らの可能性を高め、それを活かす場がない。」と述べ、問題が日本社会の現状にあることを明確にし
ている。その上で「このような状況が続けば、若者の職業能力の蓄積がなされず、中長期的な競争力・生産性の低下とい
った経済基盤の崩壊はもとより、不安定就労の増大や生活基盤の欠如による所得格差の拡大、社会保障システムの脆弱化、
ひいては社会不安の増大、少子化の一層の進行等深刻な社会問題を惹起しかねない」と考えうる問題点を指摘し、「わが
国にとって人材こそ国家の基礎であり、政府、地方自治体、教育界、産業界等が一体となった国民運動的な取り組みとして、
若年者を中心とする『人材』に焦点を当てた根本的対策を早急に講じていく必要がある」と述べている。この課題を具体
化する試みがこのプランである。（「若者自立・挑戦プラン」による）
23  「『若者自立挑戦プラン』の推進」による。
　文部科学省HP（http://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/wakamono/index.htm）
24  日本版デュアルシステムは、ドイツに典型的に見られるデュアルシステムの日本版の展開を目指したものとされる。ドイ
ツでは日本の中学校が終了した段階で、パートタイムの就学があり、企業の中で職業訓練を受ける義務がある、というも
の。単なる実習ではなくきちんとした教育プログラムになっており、学校と企業を往復する形で実践的能力の形成と理論
的整理が並行して行われる。また前提として中学段階の最後の２年間に、労働科という科目があり必要な教育を受けるこ
ととなっている。（以上は小杉礼子「キャリア教育と日本の労働市場」長岡大学『生涯教育研究年報』第２号所収、2008年、
による）
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じかねない課題提起になった。
　このプランを受ける形で、文部科学省、内閣府、経済産業省などが政策を打ち出し、同時に四大臣に官房長官を
加えた体制で、「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」が提起された。そこでは５つの課題が提起された。
　一つ目は、「学校段階からのキャリア教育を推進し、その効果的な実施のため地域レベルにおける連携を強化する」
こと。二つ目は、「働く意欲が不十分な若年者やニートと呼ばれる無業者などに対して、働く意欲や能力を高める
総合的な対策を推進する」こと。三つ目は「企業内人材育成の活性化を促進し、産業競争力の基盤である産業人材
の育成・強化を図る」こと。四つ目は「ジョブカフェ、日本版デュアルシステム等を推進し、的確な評価に基づき
事業成果の向上を図る」こと。そして最後に「若者問題について国民的な関心を喚起するとともに、国民各層が一
体となった取組を推進するため、広報・啓発活動を積極的に実施する」こととなっている。
　学校教育段階における「キャリア教育」の推進を地域との連携の下で推進することや、フリーター・ニート対策
の強化。そして日本版デュアルシステムの導入をうたって、学校教育の早い段階からの職場との連携・人材育成を
うたったのである。しかしながら地域や企業との連携の具体化や、デュアルシステムの具体像は必ずしも明らかで
はない。またフリーター・ニート対策も実際にはジョブカフェの展開などがうたわれた程度であり、限られたもの
であった。
　「若者自立・挑戦プラン」の現状認識は的確で、提起した課題も正当なものであったが、現実の施策展開は予算
の制約、従来の施策との関係からか、十分なものとはなっていないように感じられる。
（２）文部科学省のキャリア教育
　このような展開の中で、学校教育に責任を持つ文部科学省が提起したキャリア教育はどのようなものだったのだ
ろうか。
　文部科学省のホームページによれば、「子どもたちが『生きる力』を身に付け、明確な目的意識を持って日々の
学業生活に取り組む姿勢、激しい社会の変化に対応し、主体的に自己の進路を選択・決定できる能力やしっかりと
した勤労観、職業観を身に付け、それぞれが直面するであろう様々な課題に柔軟にかつたくましく対応し、社会人・
職業人として自立していくことができるようにする」25ことがキャリア教育の目的だとされる。
　そしてこのような考え方が立脚する状況認識としては、「今日、少子高齢社会の到来や産業・経済の構造的変化、
雇用形態の多様化・流動化などを背景として、将来への不透明さが増幅するとともに、就職・進学を問わず、進路
を巡る環境は大きく変化しており、フリーターやいわゆる「ニート」が大きな社会問題となっています」というも
のである。
　フリーター、ニートなどをきっかけとして教育の在り方が見直され、新たな柱として「キャリア教育」が位置づ
けられたといえよう。
　ではその具体的内容はどのようなものか。文部科学省が2007年11月に発表した「小学校・中学校・高等学校　キ
ャリア教育推進の手引き」26は、教育段階ごとに、さらに学年ごとに何を目指すべきかを指示している。しかしその
内容は具体性に欠けている。教育現場の多様性や、児童・生徒の多様性を考えるとやむを得ない面もあるとかんが
えられる。しかし最も大きな問題は、働くということにつながる具体的なプログラムの弱さである。発達段階に応
じた様々なプログラム、仕事探し、職場体験などが様々に盛り込まれているが、特に実際にキャリア選択を迫られ
る中学・高校にかけての段階で、例えば現行の科目は将来働くという観点からどのような必要性・意義があるのか、
といった動機付けが可能な状態になっているとは言えないのではないだろうか。次にこの点を若年者の失業問題で
苦しんできた欧米の例でみてみよう。
（３）欧米における人材育成の試み
　日本同様消費社会であり、工業化社会が過去のものとなりつつある欧米諸国でも、若い世代の育成は大きな課題
25  文部科学省HP（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/）
26  同上HP（http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/06122006.htm）
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であり、同時にこれでOKという解決策が実施されているわけでもない。しかし様々な国でいろいろな取り組みが
実施されていることは事実であり、それを参考にすることは無意味ではないと思われる。
　例えば小杉礼子氏はドイツ、イギリス、アメリカの事例を紹介している27。ドイツに関してはいわゆるデュアル
システムという学校教育と職場体験の組み合わせが紹介されており28、イギリスについては14−16歳にかけての中
等教育段階におけるキャリア教育が紹介されている29。生徒自身が自分の将来・キャリアを考えるプログラムや、
実際に働くことを体験的に学ぶプログラム、さらに働くことについて学ぶプログラムなどが含まれている。このよ
うなプログラムを通じて働くためにはどのようなスキル・能力が必要かを学ぶ仕組みになっている。
　アメリカでもやはり義務教育段階で、将来の進路選択にかかわる教育を実施している。また様々な仕組みがある
中には、例えばテックレップといった仕組みがあり、高校卒業後２年間程度コミュニティカレッジで職場体験を経
るといった試みが実施されている。
　小杉氏はこのように三カ国の例を紹介したうえで、日本の文部科学省によるキャリア教育が「職業観」といった
意識面にやや偏っているのではないか。大切なことは具体的な能力形成であり、自主的な選択を可能にするような
様々なプログラムではないかと示唆している30。
（４）EUにおける若者雇用政策の転換
　このような違いが生じてきた背景をEUの政策に沿って若干紹介したい。1970年代以降欧州の多くの国々では若者
の失業問題が深刻化していた。それは失業問題であると同時に、将来を担うべき市民が育たず、社会から排除され
て行く過程でもあった。彼らの社会的統合をいかに、そしてどのように実現するかが大きな課題になったのである。
そのことは後述する「シティズンシップ政策」とも関連しながら展開していくことになる。
　まず若者の成人への移行にあたって、職業的地位の確立が最も重要な課題として認識され、「労働市場への統合」
が重視された。70年代以降ヨーロッパ各国、またEU（かつてはEEC、その後EC）内で様々な議論が積み重ねられ
てきたが、その延長線上で1997年、ルクセンブルグEU雇用サミットにおいて、若者の就業支援が指針の一つに組み
込まれ、加盟各国で若年者雇用に取り組むことが義務づけられた。具体的には2002年末までにすべての若者に対し
て、失業状態が６カ月に至る前に、ニュースタートと呼ばれる教育・訓練プログラムを提供することが協定された
のである。
　このようなプロセスを通じて、若者の自立と社会統合を促す政策には、以下のような変化が生じてきた。
①雇用重視から「教育重視」へ。
②支援の方法における「個人」重視へ。
　①に関して言えば、従来のように学校から直ちに職場、という経路が困難になったという認識に立ち、移行期の
発達保障という観点が導入されている。そこで一つは、「移行的労働市場」を通じた統合が試みられている。具体
的にはボランティア的、訓練的な活動を職業に到達するプロセスと位置づけ、そのような活動を積極支援するもの
である。二つ目は、ソーシャルサービスなどを見直し若者の新たなキャリアとして位置付ける。三つ目は、第三セ
クターを若者の動機づけのための活動・組織として位置付けるというものである。
　②に関しては、従来の集団対象から個人ベースへの移行ということであり、個人ベースのカウンセリング手法を
27  前掲　小杉礼子「キャリア教育と日本の労働市場」（長岡大学『生涯教育研究年報』第２号所収、2008年）
28  注24参照
29  イギリスの若者の就業支援に関してはJILが実施した『若者就業支援の現状と課題−イギリスにおける支援の展開と日本
の若者の実態分析から−』（労働政策研究報告書No.35、2005年）が参考になる。またドイツとアメリカに関しては同じく
JILの『諸外国の若者祝儀用支援策の展開−ドイツとアメリカを中心に−』（労働政策研究報告書No．１、2004年）を参照
されたい。
30  「言いたかったことは何かというと、職業観というような意識、というところに焦点をおくのではなくて、実際に産業社
会がどうなっているのか、職業社会がどうなっているのかを教えることが重要です。それからそこで必要な能力は何かと
いうことに対して、きちんと気付かせること。自分で将来をマネジメントしていくために必要なことは何か。そういう発
想からプログラムが組み立てられる。そういう教育を諸外国ではやろうとしているということです。」（前掲　小杉礼子「キ
ャリア教育と日本の労働市場」18頁）
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活用し、若者一人ひとりが自分で職業という個人の経歴を形成していけるよう支援するものである。
　このようにEUでは若者一人一人を対象にしながら、移行的な様々なプログラムを展開しつつ、自立・職業の獲得
に向けた具体的能力獲得をバックアップする方向にある。
　それからこのような様々な政策の前提として、ヨーロッパではもともと職場と学校の往復が比較的行われる社会
だったということがある。また様々な社会活動も活発であり、それらを再編成していくことで、変化に対応してい
る側面もあると考えられる。教育と「実社会」がかなりはっきりと分断され、いったん学校を出た後は学校に戻る
機会が少ない日本は、そのようなあり方自体が見直しを求められているのかもしれない。
（５）シティズンシップ政策
　欧米と日本のキャリア教育でもう一点はっきりと異なっているのは、「シティズンシップ政策」が日本では弱い
ことである。欧米諸国においては職業人になることと同時に、ひとりひとりの若者が民主主義社会の担い手として
一人前になることに高い優先順位を与えている。この点をEUについてみてみよう31。
　若者の社会的統合を市民としての社会参画ととらえる視点は以前から存在したが、1985年の国連世界青年年、89
年の子供の権利条約国連採択によってより明確な形になっていった。90年代の後半には、若者が様々な理由で社会
から排除される過程で、若者の成長上の問題点とともに、その一環として、政治参加への忌避や不参加があること
が認識されていた32。そこで以下の三点が重視されることとなった。
　①若者の積極的シティズンシップ
　②経験分野の拡大
　③若者の自立の促進
　①は政治参加も含む社会への積極的関与と、それを支える諸条件の充足である。具体的には雇用や労働、住宅な
どに関する幅広い情報の公開とアクセス権の開放、といき活動計画の開放とアクセスなどが含まれる。
　②には高学歴化する（そして消費社会である）社会の中で実体験を経ないまま年齢を重ねる傾向が強い若者に対
する対策である。ボランティア活動などの積極的推進と、教育課程や職業訓練への位置づけなどが含まれる。
　③は①にもかかわるが、若者が自立できる経済的・物質的基盤を保障することである。これは①や②を実現する
ためにとくに強調されている。残念ながら日本では政治的参加を若者に積極的に促し、それを市民としてきちんと
実現できるようにするために様々な教育プログラム、さらに自立のための現実的な基盤まで提供するということは
なされていないように思われる。
（６）若者サポートステーションの活動から見えてくる日本の若者の現状
　最後に日本政府の政策の一環として、厚生労働省が展開している若者地域サポートステーション（以下「サポステ」
と略す）の活動からうかがえる若者の現状にふれておきたい。私とゼミの学生は2008−９年にかけて、新潟県内の
三か所のサポステにヒアリングに出掛けるとともに、日本全国のサポートステーションに対してアンケート調査を
実施した33。そこで見えてきたものは以下のような事態である。まず全国的なサポステの活動状況を確認する34。
31  以下の記述は前掲『若者就業支援の現状と課題』の64−73頁による。
32  イギリス・ブレア政権の認識。同上書71頁
33  以下紹介する内容は、長岡大学兒嶋ゼミが2008年度のゼミ活動で行ったアンケート調査及びヒアリング調査に基づいてい
る。ゼミ生として参加した、水沢彩、板垣雅史の両君がいずれの調査についても兒嶋とともに参加し、実施・分析にあたった。
アンケートは全国77 ヶ所に配布して45 ヶ所から回答を得た。回収のご協力いただいたサポートステーションには心より
謝意を表します。
　なお各地のサポートステーションは厚生労働省から業務の受託を受けた団体が実施しており、その内容はさまざまで
ある。アンケートの結果によれば、最も多かったのは学校など教育機関の37.5％、次が若者の自立支援などを目的とする
NPO法人で31.3％、そしてその他のNPO法人15.6％、人材育成にかかわる民間企業とその他の民間企業がともに6.7パーセ
ントであった（無回答2.2％）。
　なおこの活動の内容は、『学生による地域活性化提案プログラム−政策型専門人材の育成−』（長岡大学、209年３月）
にまとめられている。参照されたい。なおこのプログラムは、「平成19年度採択文部科学省　現代的教育ニーズ取り組み
支援プログラム」の一環として実施されたものである。ここに記して謝意を表したい。
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図表10　サポートステーションの活動概況
開設数 77 ヶ所
来所件数 104,346件
相談件数 55,572件
対象者数 7,822名
登録時の相談者
　　本人
　　保護者
73.3%
22.7%
登録時の相談形態
　　面談
　　電話
　　メール
86.7%
10.5%
0.7%
男女性別
　　男性
　　女性
68%
31.4%
職業経験の有無　有り 69.8%
来所者の年齢構成
　　14才以下
　　15−19才
　　20−24才
　　25−29才
　　30−34才
　　35−39才
　　40才以上
0.5%
8.8%
25.4%
29.4%
19.2%
6.9%
2.8%
（出典　『地域若者サポートステーション 事例集 2007年
　度』（財・社会経済生産性本部）
　来所者は 男性が２：１の割合で多く、若者だけでなく30代後半から40代以上も合計で9.7％を占めるなど、自立し
難い状況のまま自立の機会を失ってきた人たちが少なくないことがうかがえる。また全体の７割近くが男性であり、
これは私たちのヒアリングの結果とも一致している。次に私たちが実施したアンケートによるデータであるが、ま
ずいずれのサポステも多くの利用者、登録者を抱えているということである。
　調査時点でサポステは開始して三年目が35.6％、二年目が33.3％、三年目が26.7％と、開始間もないサポステもあ
ったにもかかわらず、毎月の利用数は82.2パーセントのサポステで200人以上、毎月の平均利用者数も66.7％のサポ
ステで51人以上であった。また登録者数は100人以下が40.0％、101−200人が22.2％となっているものの、501−600
人も11.1％あった。いずれのサポステも多くの相談者・来訪者を抱えている。
　では彼らはどのような人たちで、どのような困難を抱えているのだろうか。新潟のサポートステーションは来訪
者の特徴として次の五点を挙げている。一つ目は身近に相談できる人がいない、二つ目は親からのプレッシャーで
家にいずらい、三つ目は友人がいない、四つ目は就職氷河期世代が多く中にはうつ状態のものも含まれる。そして
最後にメンタル面で問題を抱えたものもみられる。ここには孤独で理解者がなく、労働市場からはじき出されて将
来を見失って苦しむ若者の姿が浮かび上がってくる。またメンタル面の課題が上がっている。
　そうなった理由については、①いじめ、②親の無理解、③卒業後の就職活動での挫折、④就職後職場でのトラブル・
いじめなどが指摘された。相談者の特徴や原因は他のサポステでも同様に指摘されたものである。いじめなどは義
務教育段階で発生したケースが多く、その意味ではより早い段階から、学校の中で対応できる仕組みが求められて
34  『地域若者サポートステーション　事例集　2007年度』（財・社会経済生産性本部）による。
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いるといえよう。三か所いずれのサポステにおいても、来訪者の多くが人間関係を取り結ぶ上で困難を抱えている
場合が多く、まずその点を乗り越えるプロセスが必要とされている。
　各サポステではこのような対象者を相手に、まず相談・カウンセリング活動を実施し、その上で様々に工夫を凝
らしつつ、人間的な信頼関係を取り結ぶための活動を実施している。三条のサポステでは地域のボランティア活動
への参加やコンサートの実施。あるいは体を動かすための運動なども実施している（村上も同様）。
　サポステに通う若者たちは日頃通勤あるいは通学し、様々な課題に取り組むという習慣がないため、体力がかな
り落ちているケースがあるという。また人と接触する機会が少なくなるため、身だしなみや服装に気を使わないケ
ースもあるようである。
　まずは毎日サポステに定期的に通い、話をし、何らかの活動をしながら体力を回復しつつ、人との関係を回復し
ていく、といったプロセスを各サポステは取っているようである。また身だしなみという点にもかかわると思われ
るが、村上のサポステは女性向けの化粧講座を開催したりしているという。
　また三条のサポステは、サポステが入っている三条市勤労市民ホーム「ソレイユ」内にある喫茶コーナーに来訪
者をアルバイト的に雇い、自立へ向けた訓練の一環として活用していた。これなどは自立に向けた職場と学校をつ
なぐ中間的な訓練の場といえるだろう。
　全国へのアンケート調査の結果を見ても、実施している活動では、個別の相談活動（77.8％）、コミュニケーショ
ンを高める活動（68.9％）、メンタル面に重点を置いたケア（64.4％）、模擬的な職場体験など（62.2％）などとなっ
ている。
　今後伸ばしたい活動については、コミュニケーションを高める活動（44.4％）、模擬的な職場体験など（44.4％）
となっており、より仕事に近いところに重点を置きたい傾向がみられる。これはサポステが最終的には若者を就職
させるというところに目標をおく事業であるためもあると考えられる。
　そして活動の中で強く感じることとして、「もっと早くからサポートが必要な人が多い」と「メンタル面で問題
を抱えた人がとても多い」の二項目が71.1％で断トツに高い支持を得たのである。
　その背景には自立できなくなった理由としてアンケートで指摘されている項目が、「本人の学習障害など心理的・
精神的課題」（80.0％）と「学校時代のいじめ体験」（60.0％）がこれまた断トツで高いことがある。
　この結果はヒアリングの結果とも一致する。若者の自立困難の背景には様々な要因があるものの、学校でのいじ
めやメンタル面での課題があることは間違いない。同時にこのような問題は、学校教育段階での対応によって、本
来はもっと早く対応しこのような事態を回避できたかもしれない性格のものである。
　もっともそのためにはより少人数で先生の目がいきとどく教室。カウンセラーなどの配置。親を交えた相談体制
や、親に対する啓発教育活動の充実。といったことが必要になろう。またいじめ対策というものを、若者の自立を
促し、長期的にスムーズな社会と江剛・市民としての成熟を促す政策の一環に位置付けてもいいかもしれない。い
ずれにせよ、学校と専門家、地域、諸団体はより密接に連携することが望まれる。
まとめ
　日本でもフリータ ・ーニート問題の深刻化、ロスジェネ世代への注目などから、若者の育成の見直しが進んできた。
なかでも「若者自立・挑戦プラン」はフリーター・ニートに代表される自立できない若者の問題が、日本社会が抱
える構造的問題の結果であるという認識に立った点で、従来にない画期的なものであった。しかしこのプランに基
づいて展開された政策は、従来の教育・施策との関連、見直しが十分に行われた上で実施されているか不明瞭な部
分も大きい。
　ことに文部科学省が展開しつつあるキャリア教育は、基本的には社会との連携の下、職業を意識させるような教
育の展開を目指しているが、従来の教育課程との関連や、養うべき能力の明確化など、多くの課題を残しながら展
開されているように思われる。
　さらに若者の社会統合という観点は日本では極めて不明瞭であり、そのことはシティズンシップ政策の欠如に明
瞭にあらわれている。しかしⅡでもふれたように雇用環境の悪化は、現実に社会の担い手を脅かしており、その中
で次世代の若者の自立もままならないとした時、日本の将来をだれがどのような形で担うのであろうか。最後のⅢ
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の（６）の調査結果が示しているとおり、日本の若い世代は成長するために通っているはずの学校段階で深刻な問
題を抱え、それが原因となって自立困難に陥っているケースが少なくないと考えられる。学校が本来の役割をスム
ーズに果たせるように、従来とは考え方を変えて、取り組む必要があるように思われる。
　また、若者の将来の自立ということを企業への就職ということだけに限定して考えていいのかということもある。
欧米諸国では、民主的社会の担い手の育成と、そのための精神的・職業的自立を促すという明確な目標を持っている。
そして若者を一人前の市民として自立させ社会の一員に迎えることは各国政府の責任であると明確にしているので
ある（だからこそEUは各国政府に若者自立に関する指針を義務化し協定を締結させたりするのである）。
　残念ながらわが国では問題が社会的課題だと認識されるところにたどりついたところであり、とりあえず就職さ
せよう、ということにとどまっているといえよう。しかし民主的な社会の担い手として、健全な市民意識・社会参
加意識を持った職業人が育成されなければ、極めて利己的な集団からなる社会に陥りかねない。一般的に民主化は
社会的中産層の拡大によってもたらされるといわれるが、もしそうだとすれば今の日本には逆のベクトルが働いて
いる。日本社会の貧困化と雇用の質の劣化の中で、中産階級は減少し日本の民主主義を支える社会的基盤が弱体化
している。フリーター・ニートの問題はそのような過程の一部とも理解できよう。
　サポートステーションの活動が明らかにした様々な問題点は、私たち一人一人に複雑で困難な課題を投げかけて
いるように思われる。
